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2009年８月30日の衆議院選挙で民主党が大勝し, 政権が交代した。９月16日付
の岡田克也外務大臣命令に基づき,「密約」とよばれる問題について, 北野充大
臣官房審議官を長とする15人ほどの調査チームが, 外務省内に同月25日に発足し
た。それと並行して, 調査チームの活動を検証するため, ６名の外部有識者によ
る委員会（委員長：北岡伸一東京大学教授）が, ９月16日付外務大臣命令に基づ
き外務省内に設置された。調査チームの報告書は2010年３月５日に外務大臣へ提
出され, 有識者委員会報告書は４日後に提出された。本書は, 日米の密約という,
戦後日本外交における１つの側面を解き明かすものである。
著者は1962年に東京大学経済学部を卒業後, 東京銀行 (当時) 勤務を経て,
1977年にアメリカのラトガース大学史学部で博士号を取得した。その後, 広島大
学法学部教授, オーストラリア国立大学・プリンストン大学・テキサス大学・ハ
ワイ大学での客員研究員をそれぞれ経て, 一橋大学法学部教授, 明治学院大学法
学部教授, 帝京大学法学部教授を歴任した。現在は, 一橋大学の名誉教授である。
著作には, 『冷戦と日米関係 パートナーシップの形成』(ジャパンタイムズ,
1989年), 『1940年代ヨーロッパの政治と冷戦』(編著, ミネルヴァ書房, 1992年),
『国際政治としての20世紀』(有信堂光文社, 2000年）がある｡『日米関係資料集
194597』(共編纂, 東京大学出版会, 1999年）や『アメリカ合衆国対日政策文
書集成』第１期第25期（編纂と解題, 柏書房, 19962009年）など, 貴重な原資
料の編纂と解説にかかわる仕事も多い。
本書の意義は, 何と言っても, 核密約が生まれた経緯および今回の調査結果の
分析をわかりやすく解説し, タイムリーに出版したことであろう。全体は167ペ
ージとあまり厚くないので, 読みやすい。口語体なので, 高校生から一般読者ま
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で, 誰にでもわかりやすくなっている。活字を大きくしたのは, 1960年の安保世
代に配慮してのことか。
本書は,「はじめに」と「おわり」を除き, 計10章（番号は明記されていない）
で構成されている。その他, 密約について取り上げた参考資料および核密約関連
年表が掲載されている｡ 各章のタイトルは, ｢太平洋戦争の戦後」｢アメリカの情
報公開制度」｢なぜ, いまになって『密約』が問題となっているのか」｢第一の密
約 核兵器の寄港・通過」｢第二の密約 朝鮮半島有事」｢第三の密約 沖
縄への核再持ち込み」｢第四の密約 コストの肩代わり」｢さらなる密約(1)
統合司令部の指揮権」｢さらなる密約(2) 優先的裁判権の放棄」｢国際政
治にみる密約」となっている。タイトルを並べるだけでも, 密約がどのような経
緯によって積み重ねられてきたかを概観できる。
とくに, 密約をめぐる交渉の経緯を歴代駐日アメリカ大使が国務省へ送った電
文や報告書から読み解く箇所は秀逸である。原文（英語）とその和訳をはじめ,
電報特有の英語文体と略語, 時代背景などがパラグラフごとに解説されている。
今後, 外交史の分野を研究する大学院生はもちろん, 門外漢にとっても, 外交文
書を読み解く秘訣を教えてもらえるのは大変ありがたい。しかも, 外交文書を長
年研究してきた第一人者が密約の本質が語っている。アメリカ側の文書を一行ず
つ読み進めるたびに, 歴史の舞台裏をのぞく興奮を禁じ得ない。
また, 本書を読んで, エドウィン・ライシャワー (Edwin O. Reischauer, 1910
1990) 元駐日大使に対する評者のイメージがかなり変わった。周知のように, 宣
教師の息子だったライシャワー氏は東京で生まれ, 日本で育ち, 日本のアメリカ
ン・スクールで学ぶ一方, 日本語を修得した。16歳でアメリカに戻り大学に進学
し, ハーヴァード大学大学院で東アジア研究を行い, 同大で教鞭を執った。松方
ハルと結婚していた同氏は, 1961年にケネディ政権の大使として来日したが,
1964年に暴漢に刺された。大使は, いわゆる売血制度の残っていた日本で輸血を
受けた結果, 血清肝炎に感染し, 終生病いに苦しめられた。事件を知る日本人に
は, 事件のことを申し訳ないという気持ちを抱く人は少なくないだろう。だが,
核密約に関し, 大使はアメリカの国益を実現するため, きわめて冷徹に行動して
いたことがわかる（｢第一の密約 核兵器の寄港・通過｣)。日本生まれ・日本
育ちの親日家であり, 学究肌であっても, 大使としての仕事はプロフェッショナ
ルに徹していた。当然といえば当然なのだが。
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本書を貫くもう１つの問題意識は, 国による情報公開制度である。いうまでも
なく, 情報公開は民主主義の根幹を成す。だが, 日本では公文書が適切に保存さ
れず, あるいは公開されてこなかった。一方, 欧米では政権が批判されることに
なろうとも文書を廃棄せず, 後世の歴史家たちの判断に委ねる。アメリカでは,
大統領退任にともない, 大統領経験者は寄付を募って己の出身地に大統領図書館
を建設し, 政権時代の文書を保管・公開する。そこへ世界各地から大学生, 大学
院生, 研究者が資料を閲覧・収集しにやってくる。
イギリスにも, 国立公文書館 (The National Archives : TNA) がロンドン西部
にあるが, 以前の名称はまさにパブリック・レコード・オフィス (Public Record
Office : PRO) だった。大半の記録はマイクロフィルムまたはマイクロフィッシ
ュにされるか, 活字にされているが, 一部の原資料は直接現物を閲覧できる。評
者も, チャールズ１世時代の巻物を直接手にとりながら読むという恩恵に浴する
ことができた。
一方, 日本の外務省では廃棄された文書がトイレット・ペーパーにリサイクル
され, 文字通り水に流された可能性が高いという (p. 52)。かろうじて, 佐藤栄
作の核密約だけは, 次男の佐藤信二氏が自宅机の引出し奥から発見したため, そ
の存在を確認できた (p. 121)。もっとも, 外交史料館に文書を託すべく佐藤氏が
外務省 OBに相談したところ, 佐藤元首相の署名入り文書は公文書ではなく, 私
文書であると拒絶されたという（同)。政治・外交の記録に対する日本政府と諸
外国の姿勢の違いは, どこから生まれてくるのだろうか。日本は湿気が多く, 木
造建築物の腐蝕, 火事・地震による焼失・破壊が当たり前で, 文書を保存する意
識がそもそも低いのか。あるいは, 余計な記録を残して後世の歴史家に詮索され
る機会をなくそうというのか。諸外国とくらべて, 日本国民に納税者の意識が低
く, 税金の使い道に対する監視の目が弱いことも, 公文書の問題とつながってい
る気がする。公文書の取り扱いは, 日本国民全体が真剣に考えるべき問題だろう。
次に, 本書に対して幾つか指摘をしたい。第１に, 外務省の調査報告発表に合
わせるためか, かなり急いで執筆した感が否めない。形式的なところでは,「」
の中のカッコが「」になっていた (p. 35)。本書は学術書ではないが, 作文のル
ールは守り,「」内のカッコは『』にしてほしい。内容的にも評者には不満の残
る記述がみられる。ジラード事件のジラードが前橋地方裁判所で執行猶予付有罪
判決を受けた後, 日本人妻を伴って帰国し, 母国で「英雄のように迎えられたそ
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うです」とある (p. 15)｡ だが, 最近は「国益」という言葉がメディアで安易に
使われ, インターネット上でナショナリズムに火が付きやすい時代である。一般
読者を本書の主な読者層として想定するのであれば, なおのこと出典を明確に挙
げてほしかった。
第２に, 巻末の補足資料を増やしてほしい。初版には参考文献一覧と核密約に
関する年表が付随しているが, 年表はごく限定的に関連事実を記した感がある。
それから, 核密約を論じる上で欠かせない事前協議が本文で何度も取り上げてい
るが, 新旧の日米安保条約と ｢条約第六条の実施に関する交換公文｣ (1960) が
掲載されていない。新安保条約は全10条, 旧安保条約は全５条であり, 交換公文
も非常に短いため, 全部合わせてもたいしたページ数にならないだろう。むしろ,
３つの文書の全文を掲載した方が, 問題意識の高い読者にとってよほど有益では
ないか。増刷または改版の際にぜひ検討してほしい。
第３に, 各種の専門用語が不正確に使用されている。たとえば, 著者はアメリ
カの Department of Defense を「国防省」と訳している (p. 95) が, 定訳は「国
防総省」である｡「総」が入る理由は, 陸軍, 海軍, 空軍, 海兵隊の４軍を統括
するからである。次に, ジョンソン駐日大使の前歴を著者は「副次官」(p. 77)
としているが,「副次官」という訳はあまり聞かない。Ｕ.アレクシス・ジョンソ
ンの回顧録 『ジョンソン大使の日本回想：二・二六事件から沖縄返還・ニクソン
ショックまで』 (草思社, 1989年) によると, 駐日大使の前職は次官代理であっ
た｡ 訳者の増田弘は著者と同じ分野の専門家である｡ 増刷時に確認してほしい。
評者が最も驚いたのは, タウンゼント・ハリス初代アメリカ総領事・初代公使
(Townsend Harris, 18041878) を「ハリス公使とが日米修好条約を結び」と記し
た箇所 (p. 22) である。1853年のペリー来航と, 翌年の日米和親条約（神奈川条
約）の締結によって, 幕末の日本は開国した。1858年, 米英仏露蘭の５カ国が江
戸幕府と修好通商条約（安政五カ国条約）を締結した。幕末に滞日した欧米列強
の外交官等でよく知られているのは, イギリスのオールコック初代総領事・初代
公使 (Sir Rutherford Alcock, 18091897, 在任18591862), 彼の後任パークス公
使 (Sir Harry Smith Parkes, 1828-1885, 在任18651883), 幕府に肩入れしたフラ
ンスのロッシュ公使 (Roches, 18091901, 在任18641868), およびアメリ
カのハリスであろう。ハリスは初代アメリカ総領事として1856年に来日したが,
日米修好通商条約を締結した翌年の1859年１月19日 (安政５年12月16日) に公使
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に昇格し, 1862年に離日するまで公使（正確には弁理公使 Minister Resident）を
務めた。つまり, 条約締結の時点でハリスは総領事だった。
外交関係と領事関係は異なる。前者は外交関係に関するウィーン条約（1961年
採択）によって, 後者は領事関係に関するウィーン条約（1963年採択）によって,
厳密に規定されている。幕末当時, これらの条約は存在しなかったが, いずれも
慣習国際法を法典化した｡ 外交関係は二国間関係のあらゆる分野（政治, 経済,
軍事, 科学技術, 文化交流）を取り上げるが, 領事関係は二国間の経済関係の維
持と, 接受国に居留する自国民の保護を主な任務とする。特権の範囲も当然異な
る。一方, 外交関係（国交）がない国であっても, 領事を置くことはありえる。
実際, 新独立国と関係を結ぶ際に, 領事関係から始めて, 次に公使, そして大使
と外交関係を結ぶことはよくあった。
さらにいえば, 著者は日米修好通商条約を「日米修好条約」と記している (p.
22)。本条約は, 公使・領事を交換することだけでなく, 下田・箱館のほか神奈
川・長崎・新潟・兵庫の開港, 江戸・大坂の開市, 貿易の自由などを定めていた。
開港と貿易が主目的であったのだから, 条約名から「通商」を略すのは好ましく
ない。
以上のような指摘にもかかわらず, 評者は本書を大いに推薦したい。核密約は
日本の戦後政治, 外交, 日米関係において非常に大きなテーマであったが, その
わりに国民的議論が活発ではなかった。折しも, 2010年５月初旬に国連本部で
NPT運用検討会議が開催された。日本は「唯一の被爆国」として, 条約第９条
第３項の定義する核兵器国（1967年１月１日以前に核兵器の開発に成功した国）
と非核兵器国の間の調整役を自ら担い, 核軍縮の具体的な文書を提案した。一方,
日本がアメリカの「核の傘」の下にあるのは紛れもない事実である。核密約の実
態を知らずして, 核軍縮, そして日本の安全保障政策を論じることは誰にもでき
ない。
今年度の大学新入生は, 1991年生まれである。ベルリンの壁は1989年11月に崩
れ, 1990年10月に東西ドイツが統一され, 1991年の12月にソ連邦が崩壊した。現
在の大学生にとって, 人類がこれまでに経験した核の恐怖, たとえば1950年代の
原爆・水爆実験, 1962年のキューバミサイル危機, 1979年に起きたアメリカのス
リーマイル島の原子力発電所の事故, 1986年に起きたソ連のチェルノブイリ原子
力発電所の事故などは, もはや教科書や映画, ドキュメンタリー・フィルムの中
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のできごとだろう。であればこそ, 今回の核密約に関する報告書提出を機に, 日
本外交の軌跡を真摯に振り返り, これから歩むべき方向を国民全体で議論すべき
ではないか。
最後に, 外務省が掲載した密約関連の文書の URLを一覧にして付した。参考
文献は, 本書が厳選されたものを紹介しているので, ここでは省略する。
＜参考＞「密約」問題に関する外務省 URL（抜粋）
各サイトと文書（PDF版）には以下の URLからアクセスできる。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mitsuyaku.html
＜いわゆる「密約」問題の調査について＞
｢外交文書の欠落問題に関する調査委員会」について（平成22年４月６日）
東郷和彦氏が提出した文書について（平成22年３月19日）(PDF）
いわゆる「密約」問題に関する有識者委員会（平成21年11月24日)
いわゆる「密約」問題に関する調査チームの立ち上げ（平成21年９月25日)
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mitsuyaku/kekka.html
＜いわゆる「密約」問題に関する調査結果＞
外務省内部調査報告書（PDF） 概要（PDF）
有識者委員会による報告書（PDF） 概要（PDF）
報告対象文書（35点）
その他関連文書（296点)
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mitsuyaku/taisho_bunsho.html
＜いわゆる「密約」問題に関する調査結果 報告対象文書（35点)＞
報告対象文書一覧リスト（PDF）
1960年１月の安保条約改定時の核持込みに関する「密約」問題関連（PDF）
1960年１月の安保条約改定時の朝鮮半島有事の際の戦闘作戦行動に関する「密約」
問題関連（PDF）
1972年の沖縄返還時の有事の際の核持込みに関する「密約」問題関連（PDF）
1972年の沖縄返還時の原状回復補償費の肩代わりに関する「密約」問題関連
(PDF)
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